
令和２年度　事務事業総点検表（１次評価）

企画局

企
画
課

54
国への提
案・要望活
動事業

- -
市

（直営）

来年度の国予算編成
への提案・要望による
市政の重要事業推進

国制度や予算への提
案・要望事項をとりまと
め、年２回（６月、11
月）、関係省庁等へ提
案・要望書を提出す
る。

提案・要望のとりま
とめ件数

15項目/
回（新規
１件以
上）

①６月
中止
②11月
28項目
（新規６
件）

一
般

1,777 ― 662 2.0 0.0

企
画
課

55

東静岡地区
「アート＆ス
ポーツ／ヒロ
バ」開設・運
営事業

H 29 -

市・補助
等

（直営・交
付先）

「文化・スポーツ等の
拠点」として位置付け
た東静岡市有地を、
本格的な整備方針が
決定するまで、「賑わ
いづくりの実験場」とし
て利活用する。

「まちは劇場プロジェク
ト」及び「2020年東京
オリパラ」を見据えた
取組として、大道芸・
ダンス・音楽等の様々
なジャンルとともに、
ローラースポーツやホ
ビー等のイベントを実
施する「アート&スポー
ツ/ヒロバ」を運営す
る。

①実行委員会の
開催
②各作業部会の
開催

①２回
②６回

①３回
②９回

一
般

56,340 ― 56,340 2.0 0.0

企
画
課

56
土地開発公
社事務費負
担金

- - -
補助等
（交付先）

公有地の拡大の推進
に関する法律に基づく
土地の取得、管理、処
分等による都市基盤
整備等の推進

市の依頼に基づき、公
共事業などに必要な
公共用地を先行取得
する。付帯等事業とし
て、保有土地における
月極駐車場運営事業
等を行う。

負担金の交付
交付実
施

交付実
施

一
般
26,110 ― 17,863 1.0 0.0

企
画
課

57

（仮称）駿河
学びのまち
づくりグラン
ドデザイン策
定事業

H 31 ～Ｒ 2
市

（直営・委
託）

本市５大構想に基づ
き、静岡・清水２つの
都心の中間に位置す
る「東静岡・草薙地区」
において、「学びの拠
点」に相応しいまちづ
くりを進めることで、市
域全体の持続的発展
に繋げる。

学識経験者等で構成
される検討会（４回）で
の意見を踏まえて、グ
ランドデザインを策定
する。

検討会の開催 ４回 ４回
一
般

3,129 ― 2,951 1.0 0.0

企
画
課

58

大内新田地
区土地利活
用可能性検
討調査事業

Ｒ 1 -
市

（直営）

「リニア中央新幹線」の
開業に伴い、本市に
生じると想定される影
響とその対策につい
て、官民連携により、
調査・研究を行う。

①リニア中央新幹線
開業後のまちづくり研
究会の設置及び開催
②先進都市視察

①委託業務の実
施件数
②地域住民との意
見交換会開催回
数

①１件
②３回

①１件
②４回

一
般

3,000 - 2,915 0.2 0.0

企
画
課

59

リニア中央
新幹線開業
後のまちづく
り研究事業

Ｒ 1 -
市

（直営）

「リニア中央新幹線」の
開業に伴い、本市に
生じると想定される影
響とその対策につい
て、官民連携により、
調査・研究を行う。

①リニア中央新幹線
開業後のまちづくり研
究会の開催
②先進都市視察

①リニア中央新幹
線開業後のまちづ
くり研究会の開催
回数
②先進都市視察
回数

①３回
②３回

①２回
②実施
なし（新
型コロナ
ウイルス
の感染
状況を考
慮し見送
り）

一
般

811 - 96 0.2 0.0

会

計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑧事業費 ⑨人工⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

①

所

属

名

№

指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名



Ｒ１ Ｈ30 Ｈ29

提案・要望活動の
実施回数

２回 ２回 ２回 ２回

国の予算編成時期等を踏まえ、6
月は制度関係、11月は予算関係
の提案・要望を重点的に実施する
こととしている。そのため、本市の
重要事業推進に向け、国予算・制
度に対して要望活動を2回実施す
ることを目標値とする。

１回 C B

新型コロナウイルス感染症の影響
により、６月に各省庁を訪問しての
要望活動は中止となった。
11月は訪問先を絞るなどの感染症
対策を行ったうえでの要望活動を
行い例年を上回る28項目（新規要
望６件）の要望を行った。要望回
数は年１回となったが、国予算・制
度に対して要望活動を行うという
当初の目的は概ね達成できた。

新型コロナウイルスの影響が長期
化する中、コロナ禍でも要望活動
が行えるようオンラインによる要望
活動等の検討を行う。また、案件
数も増加しており、より効果的な要
望となるよう、各局と連携・調整し、
要望内容の精査、要望書の書き
ぶりなどの改善を図っていく。

東静岡アート＆ス
ポーツ／ヒロバの
ローラースポーツ
パーク利用者人
数
（※単位：人）

26,748 24,317 19,732 17,487
前年度実績の110％を目標とす
る。

24,790 A A

活動指標を計画通り達成すること
ができた。
成果指標については、新型コロナ
ウイルスの影響による緊急事態宣
言を受け、44日間閉鎖したことか
ら、目標に届かなかったものの、前
年度と比較すると、473人の増加と
なった。

オリンピックやコロナによる一人で
楽しめるスポーツの需要の高まりを
しっかりと取り込むよう、引き続き広
報活動や初心者向けのスクールな
どを行い、利用者の増加に努め
る。

市による土地の買
戻し件数

５件 ５件 ３件 ３件

「静岡市土地開発公社の経営健
全化等に関する計画」において、
市の依頼に基づき公社が取得し
た用地は、取得後５年以内に市に
よる買戻しを行うこととしている。
これを遵守したうえで各種整備計
画を推進しているため、計画の進
捗に合わせた土地の買戻し件数
を目標値に設定している。

10件 S A

公社の事業計画に基づき適切に
土地の買戻しが行われ、活動指標
及び成果指標ともに達成すること
ができた。

引き続き、計画的かつ着実な土地
の買戻しがなされるよう、公社との
連携を図っていく。

グランドデザイン
の策定

策定 ― ― ―
グランドデザイン策定を目標とす
る。

策定 A A
計画どおり、令和２年度中に「駿河
まなびのまちづくりグランドデザイ
ン」を策定した。

本事業は令和２年度で終了。

土地利活用（案）
の検討実施

実施 - - -

土地利活用に際しての所与の条
件を整理し、その可能性を広く
探っていく必要があることから、土
地利活用（案）の検討実施を成果
指標として設定した。

実施 A A

土地利活用について、委託業務を
実施し、地元への説明会を実施し
たことにより、計画通り土地利活用
（案）を検討することができた。

令和２年度に作成した土地利活用
（案）について、庁内関係課との調
整や、地域住民と意見交換を実施
しながら進めていく。

今後の調査研究
の方針決定

実施 ― ― ―
次年度以降の事業実施に向け、
方針を決定しておく必要があるた
め。

実施 A A

・委員８名で構成する「静岡市リニ
ア中央新幹線開業後のまちづくり
研究会を、予定どおり設置した。
・当初、３回の研究会開催を予定
していたが、２回の研究会開催で、
今後の調査研究の方針決定がで
きたことから、開催回数が１回少な
くなった。
・また、先進都市視察については、
新型コロナウイルスの感染状況を
考慮し、実施を見送った。
・成果指標が達成できていることか
ら、評価はＡとした。

・令和３年度は、令和２年度の研究
会で得た委員意見等を基に、リニ
ア開業に伴う影響について調査研
究を行う。
・調査研究の結果を踏まえ、対応
策の議論を、引き続き進めていく
予定。

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達

成

度
実績値

当該年
度の目
標値

指標名



会

計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑧事業費 ⑨人工⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

①

所

属

名

№

指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

企
画
課

60
大学連携事
業

H 26 -

市・補助
等

（直営・交
付先）

大学と市が互いに持
つ知識・経験を活用
し、各種連携事業を実
施することで、地域の
発展と人材の育成を
図る。

①地域課題解決事業
の実施
②地方創生推進サテ
ライトの設置
③ふじのくに地域・大
学コンソーシアム負担
金

①地域課題解決
事業採択件数
②サテライトの設
置
③負担金の交付

①20件
②設置
③交付

①19件
②設置
③交付

一
般

13,538 ― 7,438 0.4 0.0

企
画
課

61
総合教育会
議

H 27 -
市

（直営）

市長と教育委員会が、
十分な意思疎通を図
り、本市教育の課題及
びあるべき姿等を共有
しながら、連携して効
果的に教育行政を推
進する。

総合教育会議の開催 会議の開催回数 ２回 ２回
一
般

128 ― 48 0.4 0.0

企
画
課

62
高等教育の
あり方検討
推進事業

H 28 -
市

（直営）

地域振興、地方創生
の礎として、地域を担
う人材を地域の中で育
てるため、多様な視点
から本市に求められる
高等教育のあり方を検
討し、高等教育のある
べき姿とそれに対する
方策を明らかにする。

①検討会の開催
②各種調査の実施

①検討会の開催
回数
②調査の実施

①２回
②実施

①５回
②実施

一
般

3,000 ― 592 1.0 0.0

企
画
課

63
SDGs推進事
業

H 30 -

市・補助
等

（委託・交
付先）

市民生活とＳＤＧｓが
目指す理想の社会と
の距離感を近づける
ため、世界に輝く静岡
の実現に向けた国内
外への「情報発信」及
び市民認知度向上の
ための「普及啓発」、Ｓ
ＤＧｓの「市政への組
込み」を推進する。

①SDGsシーズン等イ
ベントの開催
②国内外への情報発
信

※新型コロナウイルス
感染症拡大の影響を
受け、一部事業中止、
延期、変更している。

①イベント開催回
数
②市外会議出席
回数

※①②ともオンラ
イン開催含む

①２回
②５回

①5回
②8回

一
般

15,100 ― 8,610 4.0 1.0

企
画
課

64
移住・定住
支援事業

H 27 -
市

（直営・委
託）

首都圏等から本市へ
の移住促進

①移住支援センター
等相談業務の実施
②移住フェア・セミ
ナーの開催
③お試しテレワーク体
験事業の実施

①移住相談件数
②移住フェア・セミ
ナーの回数
③お試しテレワー
ク体験事業の利用
者数

①950件
②12回
③28人

①1,102
件
②17回
③49人

一
般

53,982 ― 21,121 2.5 1.0

企
画
課

65
新幹線通学
費貸与事業

H 28 -
市

（直営）

若年層の地元就職を
促進することで、転出
抑制を図る。

本市に居住し、首都圏
等の大学等へ新幹線
で通学する30歳未満
の学生を対象に、新
幹線定期代の一部を
無利子で貸与する。

新規申請者数 30人 27人
一
般

58,870 ― 16,673 1.5 1.0

企
画
課

66
指定都市市
長会

H 17 -

市・補助
等

（直営・交
付先）

地域の実情に則した、
住民にとって最も効率
的な行政サービスを提
供できる体制の実現

指定都市市長会諸会
議に参画し、本市意見
を積極的に主張する。

指定都市市長会
議の出席回数

３回 ３回
一
般

5,195 ― 4,055 1.0 0.0



Ｒ１ Ｈ30 Ｈ29

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達

成

度
実績値

当該年
度の目
標値

指標名

地域課題解決事
業の参加学生数

135人 213人 321人 ―

参加学生数が事業目的の人材育
成数であると考えるため、過去の
平均参加者数を目標値とする。
ただし、新型コロナウイルス感染症
の感染拡大に伴い今年度の参加
者予定者は例年から大幅減少見
込みのため、目標値は50％減とし
た。

117人 B A

活動指標を計画通り達成すること
ができた。
成果指標については、新型コロナ
ウイルス感染症の感染拡大に伴
い、参加学生が例年より大幅に減
少することを見込んで目標値を設
定した。
新型コロナウイルス感染症の影響
（対面授業の回避、オンライン授業
の促進など）が想定以上に大きく、
学生の事業参加が進まなかった
が、事業の目的は概ね達成でき
た。

令和2年度は、年度当初の緊急事
態宣言の発令等の影響により事業
開始が8月と大幅に遅れた。
研究期間が短くなったことにより、
地域課題への応募を見送った例も
あったことが想定される。
　令和3年度は、新型コロナウイル
ス感染症の感染状況は見通せな
いものの、早期に事業開始し、1人
でも多くの学生に参加していただ
けるよう事業を進めていく。

協議によって新た
な事業に繋がった
件数

３件 ３件 ３件 ３件

扱ったテーマの件数から、協議に
よって新たな事業に繋がった件数
を目標値とすることで、会議での協
議で終わること無く、確実に改善
に繋がっていることが確認できるた
め。

３件 A A

活動指標で定めた計画どおりに会
議を開催した。
成果指標についても、議論した
テーマについて、次年度以降の事
業に繋げることができた。

会議の議論を更に活性化し、より
実のあるものとしていくため、市長
部局と教育委員会が課題を共有
し、両者に共通し、解決策を検討
するに相応しいテーマを設定して
いく。

検討会開催及び
調査の実施による
課題整理

実施 実施 実施 実施
次年度以降の検討に向け、現状
の課題整理を終えていることが必
要であるため。

実施 A Ａ

活動指標については、静岡大学
が検討している法人統合・大学再
編について協議する「静岡大学将
来構想協議会」を通じて本市の高
等教育の将来像を検討できた。
成果指標については、年度末の
協議会にてまとめを行い、本市高
等教育の充実に向けて課題の整
理を終えることができた。

今後の方向性及びその具体的な
実現策を打ち出していくため、引き
続き本市の高等教育のあり方の検
討を進めていく。

市民のSDGs認知
度

50% 46.50% 28.60% ―

H29及びH30に実施した「SDGsの
認知度」に関するアンケート調査
の結果を踏まえ、市民の半数が認
知することを目標値とした。

66.00% S S

市民認知度50％を目標に掲げ、Ｓ
ＤＧｓシーズンや各課様々なイベン
トを開催し、普及啓発事業を実施
した結果、66.0%となり、目標を達
成した。
目標達成は、3年間継続して普及
啓発事業を実施してきた成果と言
える。

ＳＤＧｓの認知度向上から実際の
目標達成に繋げていくためには、
企業・団体が自ら実践していくこと
が必要である。2019年10月から開
始した「静岡市ＳＤＧｓ宣言」事業を
継続実施し、優良事例の発掘及
び企業・団体間の横展開が図られ
るよう、情報発信や連携機会の創
出を図っていく。

移住相談者のうち
本市への移住者
数

72人 64人 65人 88人
過去３年間の平均値を目標値とす
る。

103人 S S

オンラインを活用したイベントの実
施により、時間や場所に捉われず
移住相談が可能になったこと。ま
た、庁内・官民連携によるワンス
トップ体制でのセミナー開催及び
フェア参加により、相談件数が増
加した。これに伴い、目標値を超
える移住者数につながったと考え
る。

対面とオンラインそれぞれの特徴
を活かしたハイブリッド型でのイベ
ントを実施していくとともに、多種
多様な移住ニーズに応えるため、
庁内・官民連携による相談体制の
充実を図っていく。

返還手続きを行っ
た卒業者の地元
就職率

65.9% 66.1% 64.8% 66.7%

返還手続きを行った卒業者のうち
地元就職をした方の割合を目標
値としている。過年度３年間の平
均値（65.9％）を目標値とする。

68.6% A A

地元就職者の割合について計画
通りに推移している。静岡市人口
ビジョン推計の市外進学者全体の
地元就職率（38.5％）と比較し、髙
い水準を維持している。

卒業後返還手続きを行わないた
め、事業利用後の進路状況の不
明な方が複数存在する。申請から
卒業予定日（貸与終了日）までの
間に連絡がとれなくなり状況不明
とならないように、在学確認（在学
証明書の提出）の徹底や、返還手
続きの案内強化を実施する。
また、更なる地元就職率の向上の
ため、引き続き経済局等と連携し、
利用者に対して効果的な就職情
報の提供を実施する。

指定都市市長会と
して提案した事項
の達成

１件以
上

１件 １件 ２件

影響度の高い指定都市市長会と
して要請・提案することにより、制
度改正などにつながるため、毎年
1件以上の提案事項の達成を目標
とした。

１件 A A

活動指標及び成果指標を達成す
ることができた。
指定都市市長会から共同提案し
た「特定医療費（指定難病）助成
制度における申請書類の「性別」
項目の削除」について、国への働
きかけにより必要な措置が講じら
れた。

住民にとって最も効率的かつ効果
的なサービスを提供するため、引
き続き、指定都市市長会として国
に提案を行っていく。
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企
画
課

67
地方分権推
進事業

- -
市

（直営）

自治行政権、自治財
政権、自治立法権を
具えた、市民が主役の
地方政府の確立

地方自治の本旨であ
る団体自治と住民自
治のさらなる充実強化
に向け、国への提案
募集方式及び県から
の権限移譲を推進し、
地方分権改革に効率
的に対応する。

地方分権の推進
に関する庁内説
明会の開催回数

１回 １回
一
般

158 ― 0 0.5 0.0

企
画
課

68
静岡県、浜
松市との連
携推進

- -
市

（直営）

静岡県、浜松市と協
働・協調し、県勢の発
展を目指す。

県勢の発展に向け、
静岡県、浜松市と行政
課題について協議等
を行う。

会議等の実施回
数

・静岡
県：１回

１回
一
般

397 ― 40 1.0 0.0

企
画
課

69
静岡市・甲
府市連携交
流事業

H 18 -
市

（直営）

中部横断自動車道の
開通を見据え、両市の
連携交流を通じて一
層の発展を目指す。

静岡市・甲府市連携
交流会議の開催
連携事業の実施

会議の開催回数 １回 １回
一
般

114 ― 14 0.5 0.0

企
画
課

70

しずおか中
部連携中枢
都市圏の連
携

H 29 -
市

（直営）
静岡県中部地域の発
展に資すること。

中部５市２町による連
携
中部５市２町首長会議
等の開催

会議の開催回数

・首長１
回以上
・有識者
１回以上

首長２回
有識者１

回

一
般

347 ― 110 1.0 0.0

企
画
課

71
各種統計調
査事業

H 15 -
市

（直営）

各種行政施策等の基
礎資料を得るため、統
計法に基づく基幹統
計調査を実施する。

基幹統計調査等の実
施
①工業統計調査
②国勢調査

①指導員及び調
査員の確保人数
②調査員（指導
員）説明会の開催
回数

① 4,557
人
②6回

①4,446
人
②15回

一
般

313,285 ― 257,596 6.5 7.5

企
画
課

72
市勢統計調
査等事務

H 15 -
市

（直営）

基幹統計調査の結果
等を、各種行政施策
等の基礎資料とするた
め、統計資料を公表
する。

各種統計資料につい
て、静岡市統計書の
刊行やホームページ
への掲載により、公表
する。

静岡市統計書の
資料収集等刊行
事務の実施

実施 実施
一
般

2,284 ― 2,061 0.5 0.5

ア

セ

ッ

ト

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

推

進

課

73
アセットマネ
ジメントの推
進

H 24 ～
市

（直営・委
託）

老朽化の進む公共施
設の維持管理に係る
財政負担の軽減や平
準化を図り、健全で持
続可能な都市経営の
実現を目指す。

「静岡市アセットマネ
ジメント基本方針」に
基づき、総資産量の
適正化と個別施設の
長寿命化、民間活力
の導入を図る。

アセット案件の各
種相談の実施

実施 実施
一
般

3,806 － 1,850 3.9 0.5

ア

セ

ッ

ト

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

推

進

課

74
PPP/PFIの
推進

H 29 ～
市

（直営）

効率的かつ効果的な
公共施設等の整備等
及び未利用市有財産
の利活用を進めるとと
もに、新たな事業機会
の創出や民間投資の
喚起による経済成長を
実現していくために、
多様なＰＰＰ／ＰＦＩの
導入を目指す。

「静岡市PPP/PFI導入
優先的検討指針」に
基づき、本市事業へ
のＰＰＰ／ＰＦＩ手法の
導入に必要な調査・検
討を進めるとともに、民
間事業者の知識習得
と官民対話の機会を
提供する。

地域プラットフォー
ムの開催

実施 実施
一
般

200 － 0 1.0 0.2

ア

セ

ッ

ト

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

推

進

課

75
アリーナ整
備の推進

H 31 ～
市

（直営・委
託）

交流人口の増加や経
済波及効果など大き
な効果をもたらす、選
ばれ稼げるアリーナの
整備を目指す。

候補地における市場
調査、騒音調査、振動
調査、交通調査等を
実施する。

アリーナ誘致関連
調査業務の実施

実施 実施
一
般

20,008 － 18,485 2.2 0.1
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評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達

成

度
実績値

当該年
度の目
標値

指標名

地方分権に関す
る国や県との協議
回数

１回以
上

１回 ２回 ２回

住民がより良い行政サービスを享
受できるよう、現行制度下における
基礎自治体の機能強化を図るた
め、国や県と毎年１回以上の協議
を実施することを目標とした。

１回 A A

活動指標及び成果指標を達成す
ることができた。
地方分権改革に関する提案募集
方式を活用した内閣府への事前
協議の実施により、地方分権の推
進を図った。

さらなる行政サービスの向上のた
め、引き続き、国と協議を行い、制
度改正等を目指していく。

協議件数
５件以
上

５件 ５件 ５件

両指定都市の連携・協力によって
地域発展を牽引していくため、ま
た、静岡県と両指定都市の連携・
協力によって県勢の発展を牽引し
ていくため、毎年５件以上の協議
を実施することを目標とした。

５件 A A

活動指標及び成果指標を達成す
ることができた。
中部地域サミット、県・市町連携推
進会議における協議や、静岡市浜
松市企画課担当課長会議の開催
により、県、浜松市との連携を図る
ことができた。

三者共通の課題である人口減少
対策等について、今後も連携して
取り組んでいく。

協議件数
２件以
上

― ― ―
静岡市・甲府市連携交流会議で
の協議件数を目標とした。

２件 A A

活動指標及び成果指標を達成す
ることができた。
連携交流会議の開催や連携事業
の実施により、甲府市との連携強
化を図ることができた。

中部横断自動車道の中央自動車
道までの開通を見据え、さらなる連
携交流の促進を図る。

協議、合意した件
数

１件以
上

１件 １件 ２件

中部５市２町が情報交換及び共通
する行政問題に関する協議を行
い、この地域の発展に資するた
め、毎年開催する中部５市２町首
長会議で協議し、合意した件数を
目標とした。

１件 A A

活動指標及び成果指標を達成す
ることができた。
首長会議及びビジョン懇談会にお
いて、来年度ビジョン事業のテー
マなどを協議し、圏域間（中部５市
２町）の情報共有等を図ることがで
きた。

圏域が一体となってビジョン事業
を実施していくため、市町間の連
携や、各市町における企画部署と
所管課との連携をより強化し、積
極的に情報交換・共有を行う。

調査実施率
（実施件数／対象
件数）

100％ 100％ 100％ 100％

調査すべき調査客体等のすべて
に対して調査を実施する必要があ
るため、100％を目標として設定し
た。

100％ Ａ Ａ
活動指標及び成果指標を計画通
り達成することができた。

登録調査員数が減少傾向にあり、
適切に調査業務を実施するため
の調査員確保が困難となってきて
いる。確保対策として、調査員の
処遇改善等を国へ要望していく。

静岡市統計書発
行部数

150部 150部 150部 150部

統計資料の提供手法である静岡
市統計書の発行部数を、民間及
び行政のニーズを充足できる部数
として150部を目標値として設定し
た。

150部 Ａ Ａ
活動指標及び成果指標を計画通
り達成することができた。

統計資料の利活用ニーズの把握
が困難だが、電話等の問合せ内
容の情報集積により、ニーズ把握
に努めていく。

総資産量の適正
化に向けた、各施
設の利用方針に
関する機関意思
決定数

３件 ３件 ３件 ２件 過去の実績から設定 ３件 A A

公共建築物の施設の移転、統廃
合等に関する事項について、各施
設所管課との相談を実施し、3つ
の案件について、利用方針に関
する機関意思決定を行った。

健全な都市経営の実現のため、総
資産量の適正化は必須であり、取
組を推進するためのルールづくり
に取り組む。

平均参加社数
40社/
回

41.5
社/回

－ －
過去の参加状況から想定し設定
(40社/回)

79社/
回

S S

プラットフォームの開催を２回予定
していたところ、コロナ禍により、事
業者等を集めた対面開催が困難
となり第１回を中止した。第２回は、
ウェブ会議システムを活用した結
果、事業者の負担低減等の理由
により、前年の約２倍の参加があっ
た。

従来の集合型による開催を予定し
ているが、新型コロナウイルス感染
症の影響によりウェブ開催となるこ
とも想定されるため、開催方法の
改善及びコアメンバーの協力体制
を整える。

市場把握、防振防
音対策案等の調
査検討

完了 － － －

令和２年度は候補地におけるア
リーナの実現を目指すため、必要
な調査を行っており、今後、アリー
ナ誘致の検討を進める上で必要と
なる項目を目標として設定した

完了 A A

有力な候補地であるJR東静岡駅
北口市有地（第17街区）におい
て、アリーナが整備された場合の
騒音、振動、交通調査等を実施し
た。

有力な候補地であるJR東静岡駅北口
市有地（第17街区）において、民間主
導でアリーナの整備をする際の規模
や効果等を明確にする必要がある。
そのため、複数の施設規模で事業手
法、事業収支、市の支援策の必要
性、経済波及効果等を調査研究す
る。
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76
新清水庁舎
の建設

H 29 ～
市

（直営・委
託）

耐震性能や災害時の
業務継続性等に課題
のある現清水庁舎を
再整備し、災害に強い
防災拠点であると同時
に、まちづくりの拠点と
なる新たな清水庁舎を
建設する。

（令和2年3月再公告
後、コロナの影響によ
り5月に事業一時停
止、9月補正にて債務
負担行為の廃止）
コロナ変革によりICT
の進展が加速し、行政
サービスが大きく変わ
ることが予想されること
から、コロナ後の庁舎
のあり方研究を行い、
新しい未来の庁舎の
あり方を示す。

①国等の動向の
把握、
②民間簡易ヒアリ
ング
③他都市事例の
調査等
④事業再開までの
スケジュール作成

①実施

②実施

③実施

④実施

①実施

②実施

③実施

④実施

一
般

30,393 － 28,052 3.9 0.2

デ
ジ
タ
ル
化
推
進
課

77

申請書ダウ
ンロードシス
テム運営事
業

H 24 ～
市

（直営・委
託）

・市民や事業者が、イ
ンターネットを通じて
申請書等の様式をダ
ウンロードできるように
し、行政手続の利便性
を高めることを目的と
する。

①申請書ダウンロード
システムの運用管理

①申請書ダウン
ロード手続数

①1,000
件

1,063件
一
般

105 ― 103 0.5 0.0

デ
ジ
タ
ル
化
推
進
課

78
静岡市公衆
無線LAN整
備事業

H 25 ～
市

（直営）

・地域活性化と住民の
利便性の向上、観光
施策の推進又は災害
対応力の向上を図る。

①官民連携して、市内
に公衆無線ＬＡＮを整
備

①作業部会、協議
会の開催

①随時
開催

①１回開
催

一
般

2,125 ― 1,932 0.5 0.0

デ
ジ
タ
ル
化
推
進
課

79
電子申請シ
ステム運営
事業

H 29 ～
市

（直営・委
託）

・市民や事業者が、イ
ンターネットを通じて
パブリックコメント等の
行政手続をできるよう
にし、利便性を高める
ことを目的とする。

①電子申請システム
の運用管理
②県下34市町とポー
タルサイトを共有し、利
便性向上

①電子申請手続
数

①300件 ①494件
一
般

2,184 ― 2,021 0.5 0.0

デ
ジ
タ
ル
化
推
進
課

80
情報化推進
支援業務

H 25 ～
市

（直営・委
託）

・ＩＣＴ技術を活用した
職員の働き方改革推
進に向けた業務支援
を行う。

①専門知識を有する
コンサルタントの支援
を受け各所属へのヒア
リング及び研修

①システム導入前
後のヒアリング及
び研修

①６回 ①３回
一
般

1,000 ― 132 0.5 0.0

デ
ジ
タ
ル
化
推
進
課

81

オープン
データカタロ
グサイト運用
保守業務

H 27 ～
市

（直営・委
託）

・行政の透明性、信頼
性の向上、市民参加、
官民協働の推進及び
経済の活性化、行政
の効率化を図る。

①専用サイトにて市が
保有する情報をオー
プンデータとして提供

①データセット提
供数

①440件 ①324件
一
般

1,484 ― 1,484 0.5 0.0

デ
ジ
タ
ル
化
推
進
課

82
マイキーID
設定支援事
業

Ｒ 1 ～
市

（直営・委
託）

・マイナンバーカード
の普及及び消費活性
化のため、マイナポイ
ントの広報及び利用に
必要な設定の支援を
行い、市民への利用
を促す。

①静岡気分や電車・
バス等での広報を実
施
②マイナポイント予約
専用端末の設置及び
支援員の配置

①広報実施数
②設定支援割合
（対新規マイナン
バーカード交付枚
数）

①５回
②40％

①５回
②36.9％

一
般

33,000 19,784 31,199 1.0 0.0

デ

ジ

タ

ル

化

推

進

課

83
行政サービ
ス利便性向
上事業

Ｒ 2 ～
市

（直営・委
託）

・行政手続を対話形式
で案内する窓口手続
支援サービスを導入
し、行政サービス利便
性向上を図る。

窓口手続支援サービ
ス

窓口手続支援
サービス導入の進
捗割合

100% 100%
一
般

7,700 ― 5,500 0.5 0.0

デ
ジ
タ
ル
化
推
進
課

84
行政サービ
ス利便性向
上事業

Ｒ 2 ～
市

（直営・委
託）

・窓口電子申請サービ
スを導入し、行政サー
ビス利便性向上を図
る。

窓口電子申請サービ
ス

窓口電子申請
サービス基盤構築
の進捗割合

100% 100%
一
般

14,520 ― 0 1.0 0.0
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評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達

成

度
実績値

当該年
度の目
標値

指標名

建設事業再開に
向けた、新しい未
来の庁舎のあり方
に関する調査研
究の進捗率

20% ― ― ―

令和２年度はコロナによる影響の
簡易調査、令和３年度から２か年
かけて専門業者の支援によるコロ
ナ後の庁舎のあり方研究を進める
ため、今年度は20%、令和３年度、
４年度の各年度は40%の進捗とし
て設定

20% A A

5月末に事務手続きを一時停止
し、その後、年度中の再開は困難
と判断し、9月議会において、関連
予算（債務負担行為）を廃止した。
その後、コロナの影響や、行政の
デジタル化、働き方改革などによ
り、庁舎やオフィスビルのあり方が
どの様に変化するかについて、国
や関係機関、先進自治体の情報
を収集するとともに、有識者、民間
事業者にヒアリングを行い、今後の
検討の方向性を整理した。

ポストコロナ時代に求められる庁舎
は、デジタル化の急速な進展や感
染症対策の必要性など、従来必
要とされていた機能や規模が変わ
ることが想定される。今後は、現計
画を前提に、コロナ禍や、その影
響を受けたデジタル化の進展によ
る行政サービスなど様々な環境変
化等を踏まえ、「新しい未来の庁
舎のあり方等調査業務」により検
討を進める。

ダウンロード件数
457,0
00件
以上

456,5
69件

460,7
48件

365,0
22件

新型コロナウイルス感染症の影響
により、掲載中の申請書類の利用
の減少が見込まれるものの、新規
申請書類の利用の増加も想定さ
れるため、昨年度と同等の件数を
目標とする。

553,71
0件

S S

・新型コロナウイルス感染症の影
響による特例措置等の申請書が
新たに登録されたことに加え、従
来の申請書の利用が増加したた
め。

次年度以降も各課に対し利用を促
し、状況に応じた申請書を市民が
利用できるように努める。また、市
民から要望の高い申請内容を見
やすい表示とするなど、見せ方に
ついての工夫を行っていく。

広報活動の回数
年2回
以上

１回 2回 2回 令和元年度開催の協議会で決定 １回 C B

・商工会議所が発行している冊子
への年１回の折込チラシによる広
報は実施したが、新型コロナウイ
ルス感染症の影響が長引き、その
他広報の機会が得られなかったこ
とから、実績が１回にとどまった。

次世代移動通信規格である５Gの
整備が徐々に始まる中、現在の通
信規格による公衆Wi-Fiスポットの
継続について見直す時期を迎え
ていると判断している。このため、
現行スポットの５G化を含め、通信
事業者と協議を進めると共に、今
後の目標について見直しを行う。

市民の利用件数
22,40
0件以
上

31,94
6件

24,30
4件

19,27
1件

新型コロナウイルス感染症の影響
により、イベント開催が中止となり、
利用件数の大半を占めるイベント
参加申込の利用件数が大幅に減
少すると見込まれるが、その他の
利用も考慮し、前年の７割を目標
とする。

30,733
件

S A

・新型コロナウイルス感染症拡大
に伴うイベント等中止による掲載項
目の減少があった一方で、コロナ
対策の協力金、助成金等を新たに
電子申請システム利用とし、申請
数が増加したことなどから、目標値
を約37％上回った。

今後のデジタル化の推進に向け、
可能な限りの手続の電子申請化を
強く庁内に働きかけると共に、３月
に調達した新システムへ申請を順
次移行していくよう促していく。

ヒアリング及び研
修の実施回数

４回以
上

9回 － －

導入検討の業務以外に働き方改
革や行政のデジタル化などのプロ
ジェクトに関する助言を各１回以上
とする。

6回 S A

・各課の新規業務の減少により、
対するコンサル支援を受ける機会
が減少したが、新型コロナウイルス
感染症の影響によって市役所業
務のデジタル化が求められたこと
により、自治体DXに向けた助言を
受けることができた。

市役所業務のデジタル化に向け、
より効率的に推進できるよう、ス
ポット支援など助言の在り方につ
いて見直しを図っていく。

提供データの質の
向上
（機械判読に適し
たデータ提供形式
の割合）

7%以
上

7%以
上

4%以
上

－

提供するデータ形式の提供割合
を評価指標とし、具体的にはオー
プンデータの特徴でもある機械判
読を５段階にて評価する中で、一
般的に機械判読に適する三段階
目以降での提供割合を前年度以
上とする。

17% S A

・公開中のオープンデータの利活
用を推進するため、全データの見
直しを行い、機械判読不可能な
PDFデータ等について整理した結
果、機械判読可能なデータ形式の
割合が向上した。

機械判読可能なデータ形式を基
本としたデータ提供について、未
だ実施できていない部門への更な
る周知を行う。また、政府の推奨
データセットの提供数を拡大する
ことで、機械判読可能で利活用で
きるデータ提供を進めていく。

マイナンバーカー
ド交付枚数に対す
るマイナポイント予
約端末利用数

40% － － －

新規マイナンバーカード交付者に
対してマイナポイント設定業務支
援を行い、予約端末を利用した数
を目標とする。

36.9% A A

・各区に設定支援員を配置し、市
民に寄り添う形式で支援を行った
ことで、目標値の９割以上を達成
することができた。

本事業の終期である本年９月末ま
で、引き続き積極的な勧奨に努め
る。

窓口手続支援
サービスの提供数

8種類 － － －
R03.1にサービス開始予定のた
め、サービスの提供数を目標とす
る。

8種類 A A

・本年度目標であった「転入、転
居、転出、出生、死亡、結婚、離
婚、氏名変更」の８手続について
サービス提供を開始し、目指して
いた成果を達成できた。

当サービスについて、市民要望が
高い業務へ拡充することとし、次年
度は福祉・子育て分野に拡大させ
る。

窓口電子申請
サービスの基盤構
築

100% － － －
R03.4サービス開始予定のため、
サービスの基盤構築を目標とす
る。

100% A A
・令和３年４月にサービス提供環境
構築を整え、目標を達成できた。

旧電子申請システムからの移行完
了、また、新サービスにおいては
新たに公的個人認証や電子決済
サービスを実装すべく、関係部門
との協議、導入を推進する。



会

計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑧事業費 ⑨人工⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

①

所

属

名

№

指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

デ
ジ
タ
ル
化
推
進
課

85
新技術実装
推進事業

Ｒ 1 ～
市

（直営・委
託）

・「静岡市職員テレ
ワーク・ロードマップ」
に基づき、長時間労
働を前提としない生産
性を重視した働き方を
進める

①RPA導入業務（実証
実験）

①RPA導入業務
数（実証実験）

①１業務 ①３業務
一
般
15,358 ― 8,533 0.5 0.0

デ
ジ
タ
ル
化
推
進
課

86
情報通信基
盤整備事業

Ｒ 2 ～
補助等
（交付先）

中山間地エリア等に未
整備であった高度通
信基盤設備（光ファイ
バー網）を設置する。

中山間地エリア等で電
話回線を利用している
対象世帯（5,600世帯）
に向けて、公共インフ
ラ設備部分の光ファイ
バー設備工事を実施
する。

①事業の予算化
②補助金交付事
務

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般
696,901 ― 0 0.5 0.0

シ
ス
テ
ム
管
理
課

87
情報セキュリ
ティ対策事
業

H 17 -
市

（直営）

・情報セキュリティ専門
機関の支援を受けて、
職員の情報セキュリ
ティ意識の向上を図
る。

①情報セキュリティ監
査
②eラーニング研修の
実施
③情報資産台帳の整
備

①情報セキュリ
ティ内部監査員の
養成人数
②eラーニング研
修の実施回数
③全庁的な情報
資産台帳の棚卸
回数

①20人
②１回
③１回

①20人
②１回
③１回

一
般
5,445 ― 5,113 3.0 2.0

シ
ス
テ
ム
管
理
課

88

住民情報シ
ステム（住民
記録、税務、
国保年金
等）運営管
理業務

S 60 -
市

（直営・委
託）

継続的な住民サービ
スの提供のため、住民
情報システムの安定
的で円滑な運用を図
る。

・住民情報システムの
運用並びに法改正及
び組織改正に伴う軽
微な改修、機能改善
を実施する。
・住民情報システムに
かかるオペレーション
及びデータ作成業務
等を実施する。
・住民情報システム等
機器の賃借及び保守
を実施する。

①委託契約
②関係各課及び
ベンダーとの定例
会開催

①24件
②12回

①24件
②12回

一
般
688,323 ― 664,256 6.0 0.0

シ
ス
テ
ム
管
理
課

89

法改正対応
等にかかる
システム改
修業務

－ -
市

（委託）

継続的な住民サービ
スの提供のため、住民
情報システムの安定
的で円滑な運用を図
る。

法改正等に伴う税務・
国保年金システムの
大規模なプログラム等
の改修を実施する。

①委託契約
②関係各課及び
ベンダーとの検討
会開催

①5件
②12回

①5件
②12回

一
般
96,342 ― 94,259 1.0 0.0

シ
ス
テ
ム
管
理
課

90
人事給与シ
ステム運用
管理業務

－ -
市

（委託）

職員人事及び給与の
事務管理を効率的に
実施するため、人事給
与システムの安定的で
円滑な運用を図る。

人事給与システムの
運用、維持管理及び
法改正等に伴う機能
の改修を実施する。

①委託契約
②人事課及びベ
ンダーとの定例会
開催（書面開催含
む）

①2件以
内
②4回

①2件
②4回

一
般
21,446 ― 21,330 1.3 0.0

シ
ス
テ
ム
管
理
課

91

統合型内部
情報システ
ム運用管理
業務

H 29 -
市

（委託）

本市における内部情
報系システム（財務会
計、文書管理、グルー
プウェア、庶務事務
等）を一元管理し、各
種事務を効率的に実
施するため、統合型内
部情報システムの安
定的で円滑な運用を
図る。

統合型内部情報シス
テムの運用、維持管理
及び法改正等に伴う
機能の改修を実施す
る。

①委託契約（クラ
ウド利用契約を含
む。）・賃借契約
②関係各課及び
ベンダーとの定例
会開催（書面開催
含む）

①4件以
内
②12回

①3件
②12回

一
般
96,457 ― 91,180 2.5 0.0

シ
ス
テ
ム
管
理
課

92
その他各種
システム運
用管理業務

－ -
市

（委託）

内部組織における事
務の効率的実施のた
め、各種システムの改
修・開発を行い、シス
テムの安定稼働を図
る。

派遣常駐ＳＥによる内
部事務の電算システ
ムの維持・開発を実施
する。

①派遣契約
②各種システムの
開発・改修
③内部情報システ
ム主管課会議の
開催（書面開催含
む）

①1件
②30件
以上
③1回

①1件
②63件
③1回

一
般
18,718 ― 18,678 0.2 0.0

シ
ス
テ
ム
管
理
課

93

市政総合
ネットワーク
運用管理業
務

－ -
市

（委託）
市政総合ネットワーク
の安定運用を図る。

市政総合ネットワーク
の運用、維持管理を
行う。

①委託契約・賃借
契約
②関係各課及び
ベンダーとの定例
会開催（書面開催
含む）

①16件
以内
②12回

①16件
②12回

一
般
382,675 ― 379,001 2.0 1.0
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評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達

成

度
実績値

当該年
度の目
標値

指標名

RPA導入業務数
（実証実験）

２業務 ２業務 － －
昨年度の業務数を上回ることを目
標とする。

３業務 B B

・年度当初の新型コロナ感染症拡
大により予定していた業務が着手
できず、対象業務の見直しが必要
となり、設定目標の業務数の開発
は達成できなかったが、実施業務
数自体は昨年度を上回った。

効果検証により有用であった事業
について、速やかに本運用を進め
る。ただし、これまでの成果を振返
り、RPA化した業務の維持に対し、
現場における不安が生じている事
例もあるため、次年度以降におけ
るあり方について改めて整理・検
討する必要がある。

整備事業の予算
化

整備
事業
の予
算化

－ － －
当初予算で要求を行っていないた
め、事業執行予算を補正予算に
て確保する。

整備事
業の予
算化

A A

・令和２年９月定例会で予算化し、
補助事業実施事業者を決定した。
なお、想定工期の関係から、整備
完了を令和３年度末とし、繰り越し
事業として実施することとした。

既に事業者により整備着手してい
るが、現場により施行条件が難し
い箇所の報告があったため、代替
え策の検討や関係者との折衝も考
慮する。

①情報セキュリ
ティインシデント発
生時の対応手順
や連絡方法に関
する所属長や担
当者の周知率

100% 100% 100% 100%

①インシデント発生時の対応手順
や連絡方法は所属長が当然に知
らなければならないため、100%の
周知率を目標とする。

100% A A

・計画どおり監査及び研修を実施
し、目指していた成果（職員周知）
を達成できた。
・新型コロナウイルスの影響によ
り、庁内の研修のスタイルを集合
研修から一部e-ラーニングにシフ
トすることができた。

・新しい働き方（テレワーク等）につ
いて、総務省から令和２年12月に
公表された新セキュリティポリシー
ガイドラインを考慮し、研修カリキュ
ラムの見直しを行なう。

障害等による稼動
全日停止日数

0日 0日 0日 0日
稼働において、終日停止を発生さ
せないこと。

0日 A A
・計画通りにシステムの安定稼働
を実現し、目指していた成果を達
成できた。

・令和３年度に実施する税務・国
保年金等システム機器更改につ
いて、関係課及び受託業者と協力
して、機器更新及びデータ移行等
を確実に実施するとともに、システ
ム全般の安定稼働を実現する。

法改正等を適切
に反映した上で障
害等による稼働全
日停止日数

0日 0日 0日 0日
法改正等に伴う機能改修を実施し
た上で、稼働において、終日停止
を発生させないこと。

0日 A A
・改修内容に伴うシステムへの影
響を回避し、計画通りにシステムの
安定稼働を実現した。

・今後も発生する法改正等に適切
に対応できるよう、各システム所管
課との充分な情報共有に努める。

法改正等を適切
に反映した上で障
害等による稼働全
日停止日数

0日 0日 0日 0日
法改正等に伴う機能改修を実施し
た上で、稼働において、終日停止
を発生させないこと。

0日 A A
・改修内容に伴うシステムへの影
響を回避し、計画通りにシステムの
安定稼働を実現した。

・統合型内部情報システムとの連
携を確実に実施し、人事処理及び
給与処理の安定稼働を実現する。

法改正等を適切
に反映した上で障
害等による稼働全
日停止日数

0日 0日 0日 ―
法改正等に伴う機能改修を実施し
た上で、稼働において、終日停止
を発生させないこと。

0日 A A
・改修内容に伴うシステムへの影
響を回避し、計画通りにシステムの
安定稼働を実現した。

・関係各課及び開発ベンダーと協
力してシステムの安定稼働を実現
する。
・今後も発生する課題や法改正等
に適切に対応できるよう、各システ
ム関係課と充分な情報共有に努
める。

障害等による稼動
全日停止日数

0日 0日 0日 0日
稼働において、終日停止を発生さ
せないこと。

0日 A A
・計画どおりシステムの安定稼働を
実現し、目指していた成果を達成
できた。

・各種システムの見直し・改修・新
規開発の際は、所管課とのヒアリン
グを実施し、システム所管課の要
望と費用対効果の検証を行ったう
えで実施する。

障害等による稼動
全日停止日数

0日 0日 0日 0日
稼働において、終日停止を発生さ
せないこと。

0日 A A
・計画どおりシステムの安定稼働を
実現し、目指していた成果を達成
できた。

・今後も、総務省が公表した「地方
公共団体における情報セキュリ
ティポリシーに関するガイドライン」
を参考に本市情報セキュリティポリ
シーの見直しに対応したネットワー
ク環境を維持しつつ、市政総合
ネットワークのセキュリティ確保及
び安定稼働を実現する。


